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掛川市ウォーターPPP導入可能性調査業務委託 

公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 趣旨 

  この要領は、掛川市ウォーターPPP 導入可能性調査業務委託の受注者（以下「受注者」とい

う）を選定するための手続きについて、必要な事項を定めるものである。 

 

２ 業務の概要 

(1) 業務委託名称 

掛川市ウォーターPPP導入可能性調査業務委託 

(2) 業務委託場所 

掛川市内一円 

(3) 業務対象事業 

掛川市公共下水道事業 

掛川市農業集落排水事業 

掛川市コミュニティプラント事業 

掛川市し尿処理事業 

掛川市浄化槽管理事業 

(4) 業務範囲検討対象施設 

   別表-１のとおり 

(5) 業務委託内容 

仕様書及び特記仕様書のとおり 

(6) 業務委託期間 

契約締結日の翌日から令和９年３月３１日まで  

※ 契約締結日は令和８年７月中旬を予定 

(7) 事務局及び担当窓口 

掛川市上下水道部下水道課下水道施設管理係 

郵 便 番 号：〒４３６－００４７ 

住     所：静岡県掛川市長谷一丁目１番地の２ 

電 話 番 号：０５３７－２１－１２１４（直通） 

電子メールアドレス：gesui@city.kakegawa.shizuoka.jp 

(8) 提案限度額 

金２０，４００，０００円（税抜） 

※ この金額は契約金額の限度を示すものである。 

 

３ 参加条件 

(1) 参加者 

① 参加者は、本業務を行う能力を有する単独企業あるいは共同企業体（以下「グループ」

という）とする。 

② グループで参加する場合は、代表者１社を定め、本市との連絡窓口となり、契約等諸

手続を行うものとする。また、参加時に、グループの構成員全てを明らかにし、各企業

の役割分担を明確にする。 
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③ 参加者は、提案に必要な諸手続を行うほか、優先交渉権者となった場合は、契約等諸

手続を行う。 

④ 参加者がグループの場合は、企業間の役割分担に関する合意書を本市が別途要求する

ことがある。なお、その合意書には、グループ全体が、本市に対し連帯責任を負う旨を

示す条項を含むこと。 

(2) 参加者の資格 

参加者の資格要件は、次のとおりとする。また、グループの構成員においても以下の要件

（ただし、②を除く）は完備すること。なお、参加者については、参加表明者資格審査を行

う。 

① 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者。 

② 令和８年度掛川市物品等の製造販売（卸売・小売）、役務の提供の入札参加有資格申請

をし、登録されている者であること。 

③ 掛川市物品等の製造販売(卸売・小売)、役務の提供に係る入札参加資格者に対する入

札参加停止措置要綱に基づく指名停止の措置を受けている期間中でないこと。  

④ 会社更生法（昭和１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされて

いる者（更生手続開始の決定を受けている者を除く。）又は、民事再生法（平成１１年法

律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（再生手続開始の決定

を受けている者を除く。）でないこと。 

⑤ 過去５年以内に国又は地方公共団体、特殊法人、地方共同法人、公益財団法人等から

発注された汚水処理事業のウォーターPPP 導入可能性調査（汚水処理事業におけるコン

セッション事業の導入可能性調査についても同種業務とみなす）に関する業務について

元請けとして受託した実績を有すること。 

 (3) 参加に関する留意事項 

① 費用負担 

参加に係る全ての書類の作成及び提出に係る費用は、参加者の負担とする。 

② 提出書類の取扱い及び著作権 

提出書類の著作権は、それぞれの参加者に帰属するが、提出書類は返却しないものと

する。なお、これら書類は掛川市情報公開条例に基づき公開されることがある。 

③ 特許権等 

提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日本国及び日本国以外の

国の法令に基づき保護される第三者の権利の対象となっている意匠、デザイン、設計、施

工方法、工事材料、維持管理方法等を使用した結果生じた責任は、参加者が負うものとす

る。 

④ 本市からの提供資料の取扱い 

本市が提供する資料は、本業務に係る検討以外の目的で使用してはならない。 

⑤ 参加者の複数提案の禁止 

参加者は、１つの提案しか行うことができない。 
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⑥ 複数のグループの構成員となることの禁止 

１グループの構成員は、他のグループの構成員となることはできない。 

⑦ 構成員の変更の禁止 

グループの構成員の変更は認めない。ただし、やむを得ない事情が生じた場合、本市と

協議を行い、本市がこれを認めたときはこの限りではない。   

⑧ 提出書類の変更禁止 

提出した書類の変更はできない。なお、本提出書類について後日参考資料を求めるこ

とがある。 

⑨ 虚偽な記載の禁止 

参加表明書等の提出書類に虚偽の記載をし、若しくは重要な事実について記載をしな

かった場合は、失格とする。 

⑩ その他 

著しく信義に反する行為があった場合は、失格とする。 

 

４ スケジュール 

① 実施要領の公表（本市ホームペ

ージ掲載） 
令和８年５月２２日（金） 

② 実施要領に関する質問受付期限

（電子メールにて） 
令和８年６月２日（火）午後５時まで 

③ 実施要領に関する質問回答（本

市ホームページ掲載） 
令和８年６月５日（金） 

④ 参加表明書の受付期限 令和８年６月１２日（金）午後５時必着（※１） 

⑤ 参加資格確認結果及び提案提出

要請書の通知 
令和８年６月１７日（水） 

⑥ 技術提案書の提出期限 令和８年７月１日（水）午後５時必着（※１） 

⑦ 書類審査日 令和８年７月６日（月） 

⑧ 審査結果の公表 令和８年７月９日（木） 

⑨ 契約締結日 令和８年７月中旬 

※１ 持参による提出は、土曜日、日曜日及び祝日を除く。 

 

５ 募集及び参加表明書について 

(1) 実施要領配布 

本実施要領は、本市ホームページに掲載する他、下記の場所において配布する。 

① 配布期間 

令和８年５月２２日（金）午前８時３０分から６月１２日（金）午後５時まで 

（ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

② 配布場所 

実施要領２(7)に同じ。 

※ 実施要領、提出書類等の関係書類は、本市ホームページからダウンロードするこ

とができる。 

(2) 実施要領に関する質問受付及び回答 

① 質問の方法 



4 

ア 本実施要領及び仕様書等に関する質問については、質問書（第１号様式）を使用

し、電子メールのみの受付とする。 

イ 電子メールの件名を「掛川市ウォーターPPP 導入可能性調査業務委託」とし、下

記へ送信するものとする。なお、電子メール本文には必ず担当部署名及び担当者名

を記載すること。 

② 送信先電子メールアドレス 

実施要領２(7)電子メールアドレスに同じ。 

  ※ 送信後、必ず電話により着信確認をすること。 

③ 質問受付期限 

令和８年６月２日（火）午後５時まで 

④ 質問回答日 

令和８年６月５日（金） 

※ 回答は、ホームページで公開する。 

(3) 参加表明書の提出 

① 提出書類及び提出部数 

参加者及びグループの構成員は、以下の書類に書類符号を記した表紙とインデックス

を付け、１部提出すること。書類符号は参加者が任意で定めたものとする。 

ア 参加表明書（第２号様式） 

イ 掛川市入札参加資格に係る認定が確認できる書類 

ウ 類似業務の実績に関する資料 

エ 企業概要書（任意様式） 

住所（法人にあたっては主たる事務所の所在地）、商号及び氏名（法人にあっては

名称及び代表者名）、設立年月日、事業概要を記載されているもの。また、上記の内

容を記載している場合は、企業案内パンフレットの提出によって代えることができ

る。 

オ グループ構成表（第３号様式） 

グループの場合は構成員全てを明らかにし、各々の役割分担（業務役割その他役

割）を明確にするとともに、構成員の間で交わされた契約書又は覚書の内容を添付す

ること。 

② 提出期限 

令和８年６月１２日（金）午後５時必着（ただし、持参による提出は土曜日、日曜日

及び祝日を除く。） 

③ 提出方法及び提出先                

提出方法は持参又は郵送による。提出先は、実施要領２(7)に同じ。 

(4) 参加資格確認結果及び提案提出要請書の通知 

参加資格確認結果及び提案提出要請書（第４号様式）は、電子メールにて本市から参加者

に通知する。 

通知日 令和８年６月１７日（水） 

(5) 参加の辞退 

   参加表明書を提出した後に辞退する場合は、参加辞退届（第５号様式）を提出すること。 

① 提出期限 

令和８年７月１日（水）午後５時必着 

② 提出方法及び提出先 
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提出方法は持参又は郵送による。提出先は、実施要領２(7)に同じ。 

(6) その他 

この実施要領に定める他、必要な事項が生じた場合は、参加者に通知する。 

 

６ 技術提案書の提出 

 (1) 提出書類 

   提案提出要請書の通知を受けた参加者は、以下の書類を提出すること。提出する書類につ

いては、書類符号を記した表紙とインデックスを付け、８部提出すること。書類符号は提出

する者が任意で定めたものとする。 

   ① 技術提案書提出届（第６号様式） 

   ② 技術提案書（任意様式） 

   ③ 技術提案書に掲げた技術者資格及び経験を示す資料（登録証、届出書等） 

④ 技術提案書に掲げた同種業務の受託実績を示す資料（契約書の写し等） 

   ⑤ 受託予定価格見積書（税抜、内訳書含む） 

 (2) 提出期限 

   令和８年７月１日（水）午後５時必着 

   （ただし、持参による提出は土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

 (3) 提出方法及び提出先 

   提出方法は持参又は郵送による。提出先は、実施要領２(7)に同じ。 

 

７ 技術提案書の作成要領及び内容 

(1) 技術提案書作成要領その他留意点 

① 技術提案書は自由様式とするが、Ａ４判縦で４ページ以内とし、業務の実施方針を 

１ページ以内、同種業務の受託実績及び技術的な提案を３ページ以内で記載すること。 

② 使用言語は、日本語、通貨は日本国通貨、単位は計量法に定めるものとし、原則とし

て使用する文字の大きさは１０．５ポイント以上とすること。 

③ 各書類（技術提案書提出届を除く。）には、会社名、住所、氏名、ロゴマーク等、参加

者を特定できる表示は一切付してはならない。 

④ 技術提案書に虚偽の記載があった場合は失格とする。 

(2) 技術提案書の内容 

技術提案書は、以下の内容について記載する。 

① 業務実施方針 

ア 実施方針 

本業務の実施方針について簡潔に記述すること。 

イ 検査及び照査 

検査及び照査について、社内の規定の概要を述べるとともに、本業務の遂行過

程における成果物の検査及び妥当性等の照査に関する方針を記述すること。 

ウ 成果品 

わかりやすく活用しやすい成果品とするため、成果品の作成及び取りまとめな
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ど成果品の編集に関する方針を記述すること。 

      エ 実施体制 

当該業務の実施体制において配置予定の技術者として選定した者の選定理由や

役割分担などを記述すること。 

② 同種業務の受託実績 

国又は地方公共団体、特殊法人、地方共同法人、公益財団法人等から発注された汚水

処理事業のウォーターPPP（汚水処理事業におけるコンセッション事業についても同種

業務とみなす）に係る導入検討及びに発注支援に関る業務の受託実績を記載すること。 

③ 技術的な提案 

以下の事項について技術的な提案（提案内容、提案理由等）を記述すること。 

ア ウォーターPPPの導入可能性検討において検討・整理すべき事項に関する提案 

イ ウォーターPPPを導入した場合の効果の検証に関する提案 

ウ その他本業務の履行上有効性のある提案 

 

８ 審査及び審査結果の通知と公表 

提案の審査にあたっては、「掛川市ウォーターPPP導入可能性調査業務委託プロポーザル選定

委員会」を設置し、選定委員会は、技術提案書における提案内容を総合的に審査し、最優秀提

案１件を選定する。 

(1) 評価項目 

実施要領７(1)提出書類より別表-２技術提案書評価基準に従い各項目を総合的に評価する。 

 (2) 選定方法 

   ① 別表-２技術提案書評価基準に基づき項目別に評価し、評価点の合計が６５点以上のも

ののうち、評価点の最も高い提案をした参加者を最優秀提案者として、事業契約に向け

ての優先交渉権者とする。 

② 審査の公平性に影響を与える行為があった場合は失格とする。 

③ 本実施要領に違反すると認められた場合は失格とする。 

④ 参加者の資格（資格制限含む）を満たさなくなった場合は失格とする。 

(3) 審査結果の通知及び公表 

① 審査の結果は、参加者に電子メールにて通知する。 

② 審査内容は非開示とし、審査結果に対する異議の申立ては認めない。 


